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次 第
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１ 開会

２ 議題

（１）令和７年度平塚市国民健康保険税率について

（諮問）

（２）令和７年度平塚市国民健康保険事業特別会計

当初予算案と事業の概要

（３）その他

３ 閉会



スケジュール
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2025年 １月初旬 ・確定係数に基づく国保事業費納付金と標準税率の
提示

・委員の皆様へ資料の送付（予算案、税率案）

１月16日 ・第３回平塚市国民健康保険運営協議会にて
税率案、当初予算案の説明

２月 ・市議会への説明



（１）平塚市国民健康保険税

令和７年度 令和６年度 前年差 前年比

総 額 6,789,888,621 7,129,719,410 -339,247,370 -4.76％

医療分 4,534,280,515 4,807,575,160 -272,711,226 -5.67％

後期支援分 1,682,223,039 1,731,285,835 -49,062,796 -2.83％

介護分 573,385,067 590,858,415 -17,473,348 -2.96％

（単位：円）
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ア 令和７年度国保事業費納付金の提示（確定係数による算定）
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被保険者数の減少

令和1年3月 令和6年11月 差 比

被保険者数 58,114人 46,692人 -11,422人 -19.65％

人口に占める
被保険者の割合

22.64％
（257,196人）

18.19％
（258,339人）

-4.45％
（1,143人）

－
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令和元年度 364,469円 → 令和5年度 408,898円 （＋12.2％）

1人当たりの総医療費の推移

令和元年度
2019年度

令和2年度
2020年度

令和3年度
2021年度

令和4年度
2022年度

令和5年度
2023年度

364,469円 352,741円 386,962円 387,631円 408,898円

¥330,000

¥340,000

¥350,000

¥360,000

¥370,000

¥380,000

¥390,000

¥400,000

¥410,000

¥420,000

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度



イ 予算への計上
市国民健康保険事業特別会計当初予算案では、歳出の
国民健康保険事業費納付金に、提示された額を計上します。

令和７年度国民健康保険事業特別会計予算書（歳出部分）

７年度当初

総務費 555,552

総務管理費 487,398

一般管理費 485,081

職員給与費 242,888

国民健康保険庶務事業 242,193

国民健康保険団体連合会負担金 2,317

徴税費 67,553

運営協議会費 601

保険給付費 17,097,239

療養諸費 14,852,905

一般被保険者療養給付費 14,660,571

退職被保険者等療養給付費 0

一般被保険者療養費 145,984

退職被保険者等療養費 0

審査支払手数料 46,350

高額療養費 2,162,106

一般被保険者高額療養費 2,158,784

一般被保険者高額療養費 2,152,487

一般被保険者高額療養費（外来年間合算） 6,297

退職被保険者等高額療養費 0

一般被保険者高額介護合算療養費 3,322

退職被保険者等高額介護合算療養費 0

移送費 200

一般被保険者移送費 200

退職被保険者等移送費 0

出産育児諸費 62,527

出産育児一時金 62,500

審査支払手数料 27

葬祭諸費 19,300

傷病手当金 201

国民健康保険事業費納付金 6,789,891

医療給付費分 4,534,281

一般被保険者医療給付費分 4,534,281

退職被保険者等医療給付費分 0

後期高齢者支援金等分 1,682,224

一般被保険者後期高齢者支援金等分 1,682,224

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 0

介護納付金分 573,386

介護納付金分 573,386

科目

国民健康保険事業費納付金 6,789,891

医療給付費分 4,534,281

一般被保険者医療給付費分 4,534,281

退職被保険者等医療給付費分 0

後期高齢者支援金等分 1,682,224

一般被保険者後期高齢者支援金等分 1,682,224

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 0

介護納付金分 573,386

介護納付金分 573,386



医療分
後期
支援分

介護分

所得割 7.08％ 2.85％ 2.71％

均等割
（円）

27,178 10,768 11,024

平等割
（円）

17,576 6,964 5,405

令和７年度標準保険税率

ウ 令和７年度平塚市に示された標準保険税率
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医療分
後期
支援分

介護分

所得割 7.08％ 2.85％ 2.71％

均等割
（円）

27,178 10,768 11,024

平等割
（円）

17,576 6,964 5,405

医療分
後期
支援分

介護分

所得割 7.29％ 2.99％ 2.88％

均等割
（円）

28,535 11,442 11,691

平等割
（円）

18,508 7,421 5,774

医療分
後期
支援分

介護分

所得割 -0.21％ -0.14％ -0.17％

均等割
（円）

-1,357 -674 -667

平等割
（円）

-932 -457 -369

令和７年度標準保険税率令和６年度保険税率
令和７年度標準保険税率と
令和６年度税率との差異

エ 令和７年度標準保険税率と令和6年度税率との比較
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７年度当初

国民健康保険税 5,193,129

一般被保険者国民健康保険税 5,193,129

現年課税分 4,974,401

医療給付費分 3,217,894

後期高齢者支援金分 1,302,423

介護納付金分 454,084

滞納繰越分 218,728

医療給付費分 137,101

後期高齢者支援金分 52,890

介護納付金分 28,737

退職被保険者等国民健康保険税 0

現年課税分 0

医療給付費分 0

後期高齢者支援金分 0

介護納付金分 0

滞納繰越分 0

医療給付費分 0

後期高齢者支援金分 0

介護納付金分 0

一部負担金 20

使用料及び手数料 30

手数料 30

総務手数料 30

証明書発行手数料 30

国庫支出金 110

国庫補助金 110

災害臨時特例補助金 10

社会保障・税番号制度システム整備費等補助金 100

県支出金 17,339,938

県補助金 17,339,938

保険給付費等交付金 17,339,938

普通交付金 16,979,325

特別交付金（保険者努力支援分） 95,132

特別交付金（特別調整交付金分（市町村分）） 57,545

特別交付金（県繰入金（２号分）） 162,640

特別交付金（特定健康診査等負担金） 45,296

財産収入 665

繰入金 2,033,484

他会計繰入金 2,033,484

保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 797,848

保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 447,421

未就学児均等割保険料繰入金 10,122

職員給与費等繰入金 555,422

産前産後保険料繰入金 3,375

出産育児一時金等繰入金 41,666

国保財政安定化支援事業繰入金 65,630

その他一般会計繰入金 112,000

科目 ５年度当初
総務費 463,935

総務管理費 396,817

一般管理費 394,306

職員給与費 219,208

国民健康保険庶務事業 175,098

国民健康保険団体連合会負担金 2,511

徴税費 66,517

運営協議会費 601

保険給付費 17,996,991

療養諸費 15,601,551

一般被保険者療養給付費 15,411,740

退職被保険者等療養給付費 100

一般被保険者療養費 140,779

退職被保険者等療養費 100

審査支払手数料 48,832

高額療養費 2,300,390
一般被保険者高額療養費 2,297,228

一般被保険者高額療養費 2,291,249
一般被保険者高額療養費（外来年間合算） 5,979

退職被保険者等高額療養費 200

一般被保険者高額介護合算療養費 2,862

退職被保険者等高額介護合算療養費 100

移送費 250

一般被保険者移送費 200

退職被保険者等移送費 50

出産育児諸費 70,530

出産育児一時金 70,500

審査支払手数料 30

葬祭諸費 20,150
傷病手当金 4,120

国民健康保険事業費納付金 7,386,563

医療給付費分 4,980,102

一般被保険者医療給付費分 4,978,500

退職被保険者等医療給付費分 1,602

後期高齢者支援金等分 1,782,821

一般被保険者後期高齢者支援金等分 1,782,821

退職被保険者等後期高齢者支援金等分 0

介護納付金分 623,640

介護納付金分 623,640

共同事業拠出金 5

共同事業拠出金 5

保健事業費 298,206

保健事業費 68,963

保健普及費 9,213

病院事業費 59,750

特定健康診査等事業費 229,243
国民健康保険特定健康診査等事業（特定健康診査等） 209,496
国民健康保険特定健康診査等事業（特定保健指導等） 19,747

市国民健康保険基金積立金 0

諸支出金 47,200

償還金及び還付加算金 47,200

一般被保険者保険税還付金 45,000

退職被保険者等保険税還付金 280
償還金（保険給付費等交付金償還金） 1,000

一般被保険者保険税還付加算金 900

退職被保険者等保険税還付加算金 20

指定公費負担医療立替金 0

予備費 100

26,193,000歳　　出　　合　　計

科目

歳入 歳出

必要税総額

管理費等
給付費
納付金
保健事業費等
還付金等

滞納繰越分保険税等
補助金等
諸収入等

10

オ 保険税率の算定

約51億９,３00万円

歳出

歳入

－

＝

（現年度保険税額以外）
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予算案作成により、必要税総額を約51億9,300万円と算出

標準税率で試算（国民健康保険システムによる計算）

標準税率では、必要税総額を満たすことができない。
約51億9,300万円（必要税額）＞ 約50億９00万円（標準税率）

算出結果 ＝ 約50億９00万円

（令和6年１１月現在の被保険者数と加入被保険者の所得を基に算定）

（前年度当初比 約2億2,500万円減）



医療分
後期
支援分

介護分

所得割 7.29％ 2.99％ 2.88％

均等割
（円）

28,535 11,442 11,691

平等割
（円）

18,508 7,421 5,774

令和６年度平塚市国民健康保険税率

カ 令和６年度税率で算出
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令和６年度保険税率で試算すると

約５１億９,３００万円
になり、必要税額は満たされる。

【前提条件】

①収納率は過去平均から92.5%

② 一般会計繰入金
1億1,200万円（R6は1億4,200万円）を
充てる。

③ 基金繰入（R6は5,000万円）
は行わない。

④ 賦課限度額（上限額）が、
106万円から109万円に引き上げ。
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令和７年度の保険税率設定について

令和7年度の標準税率は令和6年度と比べ減少しているが、
標準税率で算出すると必要額に不足が見込まれる。

令和6年度と同率で算出すると必要額と概ね一致

令和８年度は、子ども・子育て支援金制度創設による負担増見込み

令和７年度の保険税率（予定）は、令和6年度と同率とする。
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課税限度額の見直し

現行 改定後 差

医療分 ６５０，０００円 ６６０，０００円 ＋１０，０００円

後期支援分 ２４０，０００円 ２６０，０００円 ＋２０，０００円

介護分 １７０，０００円 １７０，０００円 ０円

合計 １，０６０，０００円 １，０９０，０００円 ＋３０，０００円

令和６年１２月に閣議決定された税制改正大綱では、課税限度額について、医療分が６５万
円から６６万円に１万円、後期支援分が２４万円から２６万円に２万円引き上げられ、総額が１０
６万円から１０９万円となります。
平塚市国民健康保険税条例では、課税限度額を地方税法に規定されている法定限度額に合
わせるように定めているため、課税限度額に関して条例の改正は行いません。

キ その他（法改正への対応等について）
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軽減判定所得の見直し

区分 改正前（令和６年度） 改正後（令和７年度）

7割軽減
基準額

基礎控除 43万円
＋｛10万円×（給与所得者等の数－1）｝

変更なし

5割軽減
基準額

基礎控除 43万円
＋（29.5万円×加入者数）

＋｛10万円×（給与所得者等の数－1）｝

基礎控除 43万円
＋（30.5万円×加入者数）

＋｛10万円×（給与所得者等の数－1）｝

2割軽減
基準額

基礎控除 43万円
＋（54.5万円×加入者数）

＋｛10万円×（給与所得者等の数－1）｝

基礎控除 43万円
＋（56万円×加入者数）

＋｛10万円×（給与所得者等の数－1）｝

国民健康保険税の軽減判定所得の基準

世帯の軽減判定所得が、下表の基準額以下の場合は、保険税の均等割・平等割
が軽減されます。
課税限度額と同じように条例改正の必要はありませんが、本市でも適用します。
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加入者数
給与所得者等

の数
７割軽減額 ５割軽減額 ２割軽減額

１人

０～１人 ４３万円以下 ７３．５万円以下 ９９万円以下

２人 ５３万円以下 ８３．５万円以下 １０９万円以下

２人

０～１人 ４３万円以下 １０４万円以下 １５５万円以下

２人 ５３万円以下 １１４万円以下 １６５万円以下

３人 ６３万円以下 １２４万円以下 １７５万円以下

３人

０～１人 ４３万円以下 １３４．５万円以下 ２１１万円以下

２人 ５３万円以下 １４４．５万円以下 ２２１万円以下

３人 ６３万円以下 １５４．５万円以下 ２３１万円以下

４人 ７３万円以下 １６４．５万円以下 ２４１万円以下

軽減判定基準額の計算例



議題（２）

令和７年度 平塚市国民健康保険事業特別会計

当初予算案と事業の概要
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【全体】

◆被保険者世帯数 → 33,200世帯（対前年度-1,200世帯）

◆被保険者数 → 47,100人（対前年度-1,200人）と見込み積算

◆歳入歳出総額は、前年度比-6億円（-2.2%）の247億円

◆歳出の約70％を占める保険給付費は前年度比-2億円（-1.0%）の

171億円を見込む

◆国民健康保険事業費納付金は前年度比-3億円（-4.8%）の68億円

→ 納付金の主な財源は国民健康保険税 → 税率を設定

◆国民健康保険税率は前年同率で据え置き

◇令和7年7月…資格確認書、資格情報のお知らせの一斉更新（初回）

◇令和7年秋頃…旭地区第2次住居表示の実施
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予算規模の推移

年度 当初予算額 対前年度 補正予算額 最終予算額

R3 25,499,000 -446,000 855,196 26,354,196

R4 25,784,000 285,000 241,746 26,025,746

R5 26,193,000 409,000 178,220 26,371,220

R6 25,261,000 -932,000 349 25,261,349

R7 24,733,000 -528,000 - -

19

※R6補正予算額は12月補正までの実績

単位：千円



①国民健康保険税（5,193,129千円／対前年度-224,607千円）

（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」①参照）

・保険税率は前年度と同率で据え置き

・国民健康保険事業費納付金の減少に伴い、224,607千円（4.1%）の減

・歳入全体に占める割合は21%

20

【歳入の主な事業】

②県支出金（17,339,938千円／対前年度-201,603千円）

（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」②参照）

・国、支払基金、県からの交付金等が合算され県から支出されるもの

・歳入全体に占める割合は約70%

・歳出「保険給付費」と対の関係にある「普通交付金」の減の影響が大きく、全体で

201,603千円の減



増要因 減要因 流動的な要素

普通交付金 「保険給付費」の増 「保険給付費」の減 不当利得、第三者

特
別
交
付
金

保険者努力
支援分

取組達成項目の増 取組達成項目の減
特定健診受診率
特定保健指導実施率
保険税収納率 など

特別調整
（市町村分）

取組に要する費用増 取組に対する費用減
保険料減免実績
（非自発、被扶養者）

など

県繰入金
（2号分）

取組達成項目の増 取組達成項目の減
特定健診受診率
特定保健指導実施率
保険税収納率 など

特定健診等
負担金

基準単価の増
健診実施人数の増
前年度不足分の反映

基準単価の減
健診実施人数の減
前年度超過分の反映

受診者の内訳
・課税、非課税
・基本、詳細項目 など
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（参考：県支出金の増減イメージ）



③繰入金（2,033,844千円／対前年度-96,530千円）

（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」③参照）

★【他会計繰入金】

・「保険基盤安定繰入金（保険者支援分）」の見込額の減（-18,796千円）

・「その他一般会計繰入金」は、地方単独事業波及増分として、前年度から30,000千

円減の112,000千円

※地方単独事業（市の単独事業として、重度障がい者、ひとり親にかかる医療費を助成）を実施

することにより医療費の増加に波及したとされる分

★【市国民健康保険基金繰入金】

・保険税率上昇緩和のための取崩しは行わず、前年度から50,000千円の減

22



繰入金名称 内容

法定

保険基盤安定繰入金
（保険税軽減分）

保険税の負担緩和に対する繰入れ
（県3/4、市1/4）

保険基盤安定繰入金
（保険者支援分）

保険税の減額対象者の数に応じた繰入れ
（国1/2、県1/4、市1/4）

未就学児均等割保険料繰入金
未就学児に係る均等割軽減に対する繰入れ
（国1/2、県1/4、市1/4）※R4.4.1～

職員給与費等繰入金 職員給与費などの歳出「総務費」に対する繰入れ

産前産後保険料繰入金
出産被保険者に係る産前産後期間の均等割軽減に
対する繰入れ（国１/2、県1/4、市1/4）※R6.1.1～

出産育児一時金等繰入金
出産育児一時金に対する繰入れ
（歳出「出産育児一時金」の2/3）

国保財政安定化支援事業繰入金
国保財政健全化等のために講じられている地方財
政措置分の繰入れ（低所得者分、年齢構成差分）

法定外 その他一般会計繰入金 地方単独事業波及増分に充てられる繰入れ

23

（参考：他会計繰入金における各種繰入金イメージ）



年度
前年度末
現在高

当該年度増減額 当該年度末
現在高取崩 積立

R3 313,047,000 0 0 313,047,000

R4 313,047,000 33,000,000 50,000,000 330,047,000

R5 330,047,000 50,000,000 30,000,000 310,047,000

R6 310,047,000 50,000,000 ？ 260,047,000

R7 260,047,000 0 ？ 260,047,000

24

（参考：基金の状況）

市で設定する最低ライン＝特別交付金（県繰入金分（2号分））の評価点の獲得
↓

★『前年度保険税調定額の5%以上を保有』 ⇒ 『282,171,070円以上』

・現状の予算ベースでは最低ラインを下回っている
・今後の保険税率上昇緩和のための財源としての確保

“取崩し”は行わない



主な増要因 主な減要因

・会計年度任用職員の単価等の増

・郵便料金改定に伴う増

・庁内サーバ更新に伴う対応委託料（2年目）

・【新】旭地区第2次住居表示に係る対応

・被保険者数の減に伴う各種経費の減

→保険証等の印刷、発送数

→国保連レセプト処理・管理手数料

→消耗品費 など

・前年度実施の被保険者証廃止に伴うシステム

改修費の減

・窓口業務委託業者の更新年度終了に伴う減

増要因計 21,124千円 減要因計 -21,358千円
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【歳出の主な事業】

④国民健康保険庶務事業（242,193千円／対前年度-234千円）
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」④参照）

国民健康保険庶務事業 計 -234千円



主な増要因 主な減要因

・会計年度任用職員の単価等の増

・郵便料金改定に伴う増

・当初納税通知書発送準備等、委託の単価増

・前年度実施のシステム改修費分の減

→eL-TAX導入に伴うシステム改修（R7～運用

開始）

・被保険者数の減に伴う各種経費の減

→納税通知書等の印刷、発送数

→消耗品費 など

増要因計 5,904千円 減要因計 -9,553千円
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⑤徴税費（67,913千円／対前年度-3,649千円）
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑤参照）

徴税費（国民健康保険賦課徴税事業）計 -3,649千円



年度
平塚市 神奈川県全体

保険給付費 増減額 増減率 保険給付費 増減額 増減率

R3 327,378 30,543 10.29% 318,589 14,563 7.98%

R4 327,097 -281 -0.09% 323,940 5,351 1.68%

R5 338,523 11,426 3.49% 336,937 12,997 4.01%

R6 346,591 8,068 2.38% 348,622 11,685 3.47%

R7 367,499 20,908 6.03% 347,088 -1,534 -0.44%
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⑥保険給付費（17,097,239千円／対前年度-169,777千円）
～療養諸費、高額療養費、移送費～ （A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑥参照）

・市の推計は「過去の実績等に基づく1人あたり医療費×R7被保険者見込数」で算出
・1人あたり医療費は増加するものの、被保険者数の減少により保険給付費全体では減

※本表の保険給付費は療養諸費、高額療養費、移送費の計
※R3～5は実績（決算資料から（療養諸費、高額、移送費の計÷年平均））
※R6は決算見込み（普通交付金決算見込÷R6.11末時点平均被保数で算出）

【1人あたり保険給付費の経年比較】 単位：円



年度
当初予算 決算

件数 単価 金額 出生数 申請数 支給額

R3 180 420,000 75,600,000 145 135 56,561,343

R4 175 420,000 73,540,000 113 117 48,963,829

R5 141 500,000 70,500,000 130 125 61,131,518

R6 110 500,000 55,000,000 - - -

R7 125 500,000 62,500,000 - - -
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⑦保険給付費（17,097,239千円／対前年度-169,777千円）～出産育児一時金～
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑦参照）

・過去の出生数と申請率から算出
・出産育児一時金は減少傾向だったが、R5決算も踏まえ前年度比15件増の125件見込

【出産育児一時金の経年比較】 単位：件、円



年度
当初予算 決算

申請数 単価 金額 死亡数 申請数 支給額

R3 420 50,000 21,000,000 405 361 18,050,000

R4 417 50,000 20,850,000 412 369 18,450,000

R5 403 50,000 20,150,000 429 390 19,500,000

R6 390 50,000 19,500,000 - - -

R7 386 50,000 19,300,000 - - -
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⑧保険給付費（17,097,239千円／対前年度-169,777千円） ～葬祭費～
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑧参照）

・過去5年の死亡数と申請率から、前年度比4件減の386件を見込む

【葬祭費の予算、決算推移】 単位：件、円



年度
当初予算 決算

申請数 見込単価 金額 申請数 平均単価 支給額

R2 10 100,000 1,000,000 2 44,994 89,988

R3 10 100,000 1,000,000 11 80,954 890,494

R4 15 100,288 1,505,000 103 36,806 3,791,049

R5 100 41,191 4,120,000 12 42,612 511,339

R6 40 42,263 1,691,000 - - -

R7 5 40,100 201,000 - - -
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⑨保険給付費（17,097,239千円／対前年度-169,777千円） ～傷病手当金～
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑨参照）

・令和2年度から開始した本市傷病手当金は令和5年5月10日をもって失効
・失効日以前の期間分の申請（請求時効2年）に対応するため5件分を計上

【傷病手当金の予算、決算推移】 単位：件、円



医療給付費分 後期高齢支援金等分 介護納付金分 計

R3 4,948,929 1,687,436 643,998 7,280,363

R4 4,801,172 1,719,689 671,629 7,192,490

R5 4,980,102 1,782,821 623,640 7,386,563

R6 4,807,576 1,731,286 590,859 7,129,721

R7 4,534,281 1,682,224 573,386 6,789,891
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⑩国民健康保険事業費納付金（6,789,891千円／対前年度-339,830千円）
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑩参照）

・医療給付費などの見込額から、国や県の公費で賄われる部分などを除いた額を基本

に市町村の医療費水準や所得水準を考慮して県が市町村ごとに決定

・市町村は保険税収入などにより県へ決定額を納付

【納付金の当初予算推移】 単位：千円



当初予算額 増減額 備考

R3 22,750 -

R4 24,400 1,650

R5 59,750 35,350 医療情報システムの更新

R6 27,150 -32,600

R7 22,750 -4,400
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⑪保健事業費・病院事業費（22,750千円／対前年度-4,400千円）
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑪参照）

・直営診療施設（平塚市民病院）に対して交付される特別調整交付金を国民健康保険

事業特別会計で収入した後、病院事業会計へ支出するもの

【納付金の当初予算推移】 単位：千円



R3

（確定値）
R4

（確定値）
R5

（確定値）
R6

（速報値）
R7

（見込値）

対象者 38,192人 35,708人 33,784人 34,291人 38,150人

受診率 33.9% 36.4% 37.5% 15.2% 38.0%

受診者数 12,940人 12,984人 12,674人 5,201人 14,500人

35歳健診 34人 46人 28人 25人 133人
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⑫国民健康保険特定健康診査等事業（特定健康診査等）
（197,998千円／対前年度-8,368千円）
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑫参照）

【特定健康診査における対象者等の推移】

※R6は11月22日現在速報値



主な増要因 主な減要因

・健診票用紙代等の単価増

・郵便料金改定に伴う増

・受診勧奨直営化に伴う印刷製本、郵送料の増

・【新】集団健診の実施

⇒案内通知作成、郵送料の増

⇒実施に係る業務委託料の増

⇒実施会場の施設使用料の増

⇒神奈中バス車内広告への掲載

・眼底検査の件数増

・会計年度任用職員1名減

・健診受診勧奨業務委託の廃止

増要因計 7,527千円 減要因計 -15,895千円
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⑫国民健康保険特定健康診査等事業（特定健康診査等） ～つづき～
（197,998千円／対前年度-8,368千円）

特定健康診査等事業（特定健康診査等） 計 -8,368千円



目的 特定健康診査の実施機会を拡充し、受診率向上を図る

実施予定
12月、2月（計2回）実施 （土曜日、日曜日）
保健センター、ひらしん平塚文化芸術ホールを会場とする

予定人数 320人

周知 健診受診勧奨の2回目の通知として、集団健診も案内する

期待する
効果

・週末開催により、平日の受診が困難な方の受診
・かかりつけ医がいない方や医療機関受診に馴染みがない方の受診
・かかりつけ医等医療機関での予約が取れなかった方の受診
・電子申請による申込みも導入し、申込みやすい環境を整備
・特定保健指導を同時実施し、特定保健指導の利用率向上を図る

予算
委託料（健診費用、健診セット郵送料、受付等）
会場使用料
集団健診勧奨通知（ハガキ代、郵送料）
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【特定健康診査の集団健診実施について】



36

（本市の特定健診実施イメージ）

各健診実施医療機関で実施

健診 健診

健診健診

健診

健診

健診 健診健診

集団健診

・12月、2月実施
・320名予定

被保険者

市

〜Ｒ６ Ｒ７

・受診券発送
・受診勧奨

受診

結果報告

結果報告

受診



主な増要因 主な減要因

・郵便料金改定に伴う増

・【新】集団健診同日の特定保健指導実施

・健診結果説明会業務委託の廃止

・特定保健指導見込数減に伴う必要経費の減

増要因計 115千円 減要因計 -2,719千円
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⑬国民健康保険特定健康診査等事業（特定保健指導等）
（16,680千円／対前年度-2,604千円）
（A3用紙：「令和7年度当初予算案総括表」⑬参照）

特定健康診査等事業（特定保健指導等） 計 -2,604千円



◆保険税収納率の向上

◆国・県交付金の獲得、国・県への要望

◆保健事業による医療費適正化

◆適正な給付

◆適正な資格管理

↓

・各事務の精度向上

・連動した取り組みの意識
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保険税

資格管理

給付
医療費

適正化

国・県

交付金

【安定した財政運営に向けた取組】



御清聴いただきありがとうございました

健康・こども部 保険年金課
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